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はじめに
現在進行中の「情報化・ME化・ソフト化」といわれる事態は，さまざまな社
会経済的変化をもたらしている。世界史的にみれば，現在の事態はその変革の
程度の大きさから，く農業革命〉，く産業革命〉に次ぐ第三の技術革命＝く情報革
命〉とも謂われている。く情報革命〉によって実体の把握しがたい「情報（なる
もの）」が経済の動向を左右する力をもってきているかのような様相を呈してい
る。
最近では，「電子的な情報テクノロジーは，高度化すれば高度化するほど，従
来の意味での〈利潤〉や〈価値〉という概念を根本からつきくずす（粉川［’
86, p. 62])J 「商品が情報化するなら，労働時間を基礎とする価値法則と衝突す
ることは不可避である（石沢［’83,p. 99］）」「情報労働は投下労働価値説の通用
しにくい世界である（小林［’85,p. 224］）」等々のように価値概念の現代におけ
る有効性を否定／疑問視する見解もあらわれている。
はたして，産業革命以後成立した「（産業）資本主義」を基本モデルにしてい
る経済理論の思考の枠組みの変更を要するような全く新しい事態になっている
のであろうか。こうした問いに答えるためにも，経済学の理論的基礎概念を再
検討する必要に迫られていると言ってもいいのかもしれない。
(1) しばしば用いられているサービス経済への移行を判定する基準に「第三次産
業の就業者がすべての産業の就業者のうちの50%超を占めている」あるいは「第
二次産業就業者の全就業者に占める構成比が減少すると共に，第三次産業就業
者の構成比が上昇している」がある。第一次石油危機後の日本経済はこれらの
こつの基準を満たしている。また経済企画庁［’86], 0 EC D ［’81］を参照。
(2）情報化・ ME化・ソフト化をめぐる問題を分析している最近の著作として，
例えば，降旗［’87］，池上［’85］，今井［’84］，飯沼・大平・増田［’87］，伊藤誠
［’88］，平和経済計画会議［・85］，大内［・88］，竹内［・87］，米田［’84,・8］等
がある。
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理論的基礎概念の再検討のために考究すべき多くの課題があると思われる。
例えば，「↑青報」に関連する問題群としては
①「情報の価値（価格）」はどう規定されているか。近代経済学の価格理論の枠
組みを使った回答との差異はどこに求められるか。
②電気的な処理で複製可能なソフトウェアの価値をどう規定するか。
③そもそも「情報」とは何か。マルクス経済学の枠組みではどう把握されるか。
④「↑青報」はどのようにして商品になるか。マルクスにあっては社会的知識は
いわゆる「自由財」として処理されるか，あるいは人間に体化されていると考
えられていて，情報が商品になるという発想は，なかったのではないか。等々，
があろう。こうした直接「’情報」に関わる問題も多く存在するが，本稿では情
報革命によって現実化した生産過程のオートメーション化から提起される問題
を取り上げ，考察したい。つまりオートメーション化の進展と労働価値説の妥
当性の関連である。
議論は以下の順序で進められる。
(3) ［粉J,J年々新たに発売されるワープロの性能は向上していくにもかかわら
ず，その価格が低下していく現象をそのひとつの現れと粉川は考えている。つ
まりより多くの開発費用をかけていれば，通常その商品の価格は上昇するはず
であるのにそうなっていない点に現在の新しさをみるわけである。
［石沢］商品が情報化するというのは「商品生産が材料を別とすれば追加的労働
なしに拡大しうること」を意味する。つまり「情報が追加的労働なしに複製で
きる（ただしこの点については異論がある。 cf.細野［’80］）」のと同じ性質を商
品がもつことを石沢は「商品の情報化」と呼んでいる。
［小林］従来の工業社会であれば，何時から何時まで労働力を売るという形態が，
情報労働にあってはフレックス・タイム制が採用されたりして時間によって労
働者を管理するという旧来の労働形態が変質している点に注目している。
(4）近代経済学の立場からの情報経済論として，野口［・74］がある。
(5）細野［・86］，石沢［’85］等。
(6）④については， Suzuki［’86］参照。
-366-
第一に，オートメーションの進展が資本制経済の発展にとって限界を画する
と主張するマンデル説とそれをさらに展開しているスズキの議論を検討する。
そこで問われているのは，謂わば「技術変化が資本制経済の動態に及ぽす効果J
であるが，従来議論されている論点と関連させながら検討がなされる。
第二に，オートメーション化が進展することは生産過程におけるく直接人間
労働〉部分が絶対的に減少することを意味しているが，利潤の源泉を剰余労働
に求めるマルクス経済学にとってはこのことが何を意味しているかが問われる。
この問題自体は既に三十年ほど前に提起され，何人かの論者がそれぞれの考え
を提示している。また最近になって，スティードマン等のネオ・リカーディア
ンによって労働価値説不要論の一環としてオートメーションの問題が取り上げ
られている。そこで労働価値説を擁護する立場からの議論，労働価値説を不要
と説く立場からの議論のそれぞれを整理・検討したい。その作業をとおして改
めて労働価値説が何を主張しているものか，現代における〈分析用具としての
労働価値説の有効性〉について考えてみたい。
ところで自動化へと進んでいる現実があることは認めても，オートメーシヨ
ン化の進展によって人間労働が完全になくなることは決してないので，完全オ
ートメーション工場など単なる夢想、にすぎず，そのようなことを想定した議論
はまったく無意味であるとの意見もあろう。だがオートメーション化への趨勢
が存在している以上，その究極の姿としての完全オートメーションを理論的可
能性として想定し，その経済的意味を分析することは必ずしも無意味ではない
(7) オートメーションへと向かう現実の動き。たとえば，自動車の生産工程にみ
られるように自動化へとつき進んでいる現実は確かに存在している（cf.赤木昭
夫［’83］）。とはいえオートメ化がつき進んで全経済を覆いつくし，まったく人
間労働の介在ぬきに生産が可能になる時代がくるとは決して考えられない。全
経済のオートメーション化は不可能であるにしても，産業部門内／企業内オート
メーション化であれば，部分的には実現してきているし，十分に現実的根拠が
あるようにみえる。
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(8) 
との立場をとりたい。この点についてはあらかじめ断っておきたい。
I オートメーションと資本制経済の限界
§ 1 マンデルの議論
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周知のようにマルクスは，労働手段を筋骨系労働手段と脈管系労働手段に分
類し，前者に規定的意義を見いだし，その発展段階を［道具］→［機械］→［機
械体系］→［自動機械体系］と考えた。ここでは，謂わば「機械がより大きく
なっていくと共に，労働者がより少なくなっていく。そして最後に残るのは人
間労働なしに工場を統括するひとつの巨大機械という建造物であるという直線
的過程（Suzuki, ［’84, p. 112］）」として機械の発展過程が捉えられている。
現代の MEを中核とする技術が，（1）「産業革命期の道具から機械への発展に
(8) マルクスにも「オートメーションの可能性を認めている」ような叙述がある
との指摘もある。たとえばBose[・80］は次のように指摘している。
「ロボット自身が，また／あるいはロボットが使用する原材料が，労働を直接／
間接に必要とされる生産過程で生産されているかぎりにおいて，いくつかの生
産過程における完全オートメーションおよびロボットによる生産の可能性は排
除されていない。（またその可能性はマルクスによっても完全無視されているわ
けでない。）」（A.Bose ［’80, p. 29]) 
因に引用されるマルクスの章句は，次のものである。「剰余労働時間または必要
労働時間＝Oだとすれば，すなわち必要労働時間がすべての時間を吸収したとす
るか，あるいは生産がまったく労働なしにおこなわれうるとすれば，価値も資
本も価値創造も存在しないであろう。」（『経済学批判要綱』ノートV「資本に関
する章第2編資本の流通過程」第凹分冊 pp.475・76)
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匹敵するもの」なのか，（2）「機械の本質的特質を変更するものではない」のか
(9) 
については，議論が分かれているようである。しかしきわめて荒削りに，スケ
ッチ風に機械の発展過程を図によって示せばつぎのようになるのではないか。
＜知識＞
↓体化
＜労働＞
＜知識＞
↓体化
［生産形態 I] 
［生産形態I]
＜労働＞ I 
＜道具＞ ｜ 
［生産形態II]
＜知識＞＋＜労働＞
↓体化
＜自然＞
シ＜自然＞
＜機械＞ 〉＜自然＞
＜直接労働＞一一一」
［生産形態IV]
＜知識＞＋＜労働＞
分裂
＜機械＞ ＝＜自然＞
＜直接労働＞一一一」
(9) オートメーションを「機械を超えた新しい労働手段」とみる見解と「マルク
スの『自動機械体系』にあたる」とみる見解がある。両者の主張を整理・検討
した文献として，伊藤秀男［’87，’89］，北村［’77，’81］，名和［・84］等。
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旧来の機械化の進展ないしオートメーション化のイメージは，さきにも述べ
たように機械／機械体系（ハード部分）が巨大化／体系化していくことによっ
て労働生産性の上昇・生産物の高品質化等が実現されていくようになる，換言
すれば単機能の機械が体系化された巨大物として現れてくるように考えられて
きたように思える。しかし，スズキの指摘するように現在の労働生産過程の特
徴は，「ハードとソフトが分離していく」点に求められる。生産形態IVとして図
式化されているように，単一の機械がその生産のための「プログラム」を変更
することによってさまざまな種類の生産物が生産できるようになっている点が，
その特徴なのではないか。こうした生産過程の質的変化の行方に何があるのか
が当面の問題なのである。
因にE.マンデルは，その著『後期資本主義』でつぎのような議論を展開し
ている。
エネルギー技術の根底的変革が，全技術の変革に規定的契機として把握され
ており，それが産業革命以後の50年周期の長期波動を説明する道具立ての一つ
にされている。マンデルは産業革命以後の資本主義は以下に示すように三期に
区分するが，各時期のエネルギー技術は，蒸気力，電気，核エネルギーであり，
(10) スズキの指摘によれば，こうした見方はマルクスにあっても同様であった。
「ただ伝動機の媒介によって一つの中央自動装置からそれぞれの運動を受け取
るだけの諸作業機の編成された体系として，機械経営はその最も発展した姿を
もつことになる。個々の機械に代わってここでは一つの機械的な怪物が現われ，
そのからだは工場の建物いっぱいになり，その悪魔的な力は，はじめはその巨
大な手足の荘重ともいえるほど落ち着いた動きで隠されているが，やがてその
無数の固有の労働器官の熱狂的な旋回舞踊となって爆発するのである。」（『資本
論』第4編相対的剰余価値の生産，第13章機械と大工業，大月文庫①， p.
232）。また Resenberg［’74，’81］，坂本［’86］も参照。
(1) ME化のもたらす労働過程の変化の分析については， Braverman［’74］，黒川
［’83］，青木［’84］等を参照。
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それらが「三つの普遍的技術変革」（訳，第I分冊， 135頁）とされている。す
なわち，
(1）「産業革命期」
18世紀末～1847年恐慌：手工業的に製造された蒸気機械
(2）「第一次技術革命期J
1847年恐慌～90年代はじめ：機械的に製造された蒸気機関の拡大
(3）「第二次技術革命期J
1890年代～第二次世界大強：電動機および内燃機関の利用拡大
(4）「第三次技術革命期」
北アメリカでは1940年頃，他の帝国主義国では1945～48年頃に始まる。
電子装置をもっ機械の運転の拡大（核エネルギーの導入）
こうして，マンデ、ルによれば現代資本主義は第三次技術革命期に位置すること
になるが，この第三次技術革命の特殊性としてオートメーションへと向かう傾
向を挙げ，併せて10点にわたる「第三次技術革命に関する指標」を示している。
(1）資本の有機的構成高度化の質的促進／死んだ労働による生きた労働の駆逐，
(2）生産過程で活動している生きた労働が材料加工から接待とサービス労働へと
移行，（3）オートメーション化された企業内部で，価値形成機能と価値保存機能
という労働力商品の二つの機能が根本的に変化，（4）完全にオートメーション化
された企業部門の剰余価値生産と取得との間の関係の変化等々。
そして，一定の生産部門で大規模に完全にオートメーション化された生産方法
が導入されることになれば，当然その部門では剰余価値は生産されないことに
なり，そこで「資本主義の基本的特徴のすべてが，ここではその否定へ転倒す
る（訳，第1分冊， 224頁）」ことになってしまう。
そして，結局次のように主張する。
「ここで，われわれは，資本主義的生産様式の絶対的内的限界に到達す
る。この絶対的限界は一一ローザ・ルクセンフ、ルグが主張したように一一
資本主義が貫徹する世界においても（すなわち非資本主義領域を排除），ま
た一一へンリク・グロスマンが仮定したように一一剰余価値上昇にさいし
て，蓄積された全資本を価値増殖しようということが傾向的に不可能であ
るということの中にもない。この絶対的限界は一一機械化の最終段階一一
オートメーションでおこなわれる生きた労働の生産過程からの排除のため
に一一剰余価値量自体が強制的に減少する場合である。資本主義は，農業
と全産業の生産の完全なオートメーション化をもたらすものではない。な
ぜなら，その場合もはやけっして剰余価値創出（資本の価値増殖）は生じ
ないからである。後期資本主義時代においてオートメーションが全生産領
域に拡大するということも，同様に不可能である。」（訳，第 l分冊， 231
頁，傍点は著者自身）
§ 2 「永続的革新経済」
マンデルの議論を基本的に受け継ぎつつも，「高度に自動化された永続的革新
経済（ahighly automated perpetual innovation economy）」という概念を用
いて現代資本主義を把握しようとする論者に T.M.スズキがいる。
まずスズキは，ロボットの導入，労働投入の水準，利潤率の 3者の関係を日
本のデータから検証し，平均利潤率はほぼ一定であった事実をあげる。もしオ
ートメーションが進んでいけば，平均利潤率は低下していかざるをえないにも
かかわらず，そうなっていないことから，「現状はマンデルが資本主義の限界と
ω マンデルの長期波動論を検討した文献としては， BobRowthorn ［’76］，伊木
［’84］などがある。
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して描く完全オートメーションの状態には明らかにほど遠しユ」と結論する。そ
のことをもってマンデ、ルの主張を拒否するのではなく，逆に次のように言う。
「私は（サービスを含む）すべての生産活動の全自動化が資本主義と両立
しえないというマンデルの主張を受け入れる。とはいっても，いかなる種
類の人間社会とも両立し得るとは言えないであろう。私は製造業における
高度な自動化の水準は資本家が私的に所有されている企業の中心にあって
賃金労働の搾取が行われているという意味で資本家的な経済の枠組みの中
でも存在しうると考えている。」「だがわれわれが資本主義体制の動態とそ
の変革への潜勢力を理解しようとするならば高度に自動化された資本主義
経済は注意深い分析を必要とする特徴を備えているように思える。」
「そして私が考えているようにそのような経済が単なる理論的可能性にす
ぎないのではなくて現実に眼前にあらわれるとすれば，それを分析し議論
することは重要かつ緊急の課題となるであろう。」（T.M. Suzuki, ［’84, pp. 
111・12])
このように課題設定して展開される議論の中の主要論点は，三点にわたって
いる。現在進行中の事態をどう把握するかという第一の点については，「長期に
わたる機械化の史的過程とはつながらない全く新しいものであって，ハードウ
ェアとソフトウェアの分離＝労働過程自体の急激な分裂（Fission）の過程」と
考えている。生産過程においてソフトウェアの果たす役割が増大しているので
あって，そのことはロボットのもっている特質を分析すれば容易にわかる。と
いうのは，ロボットには「プログラムを組むことによって多くの異なった仕事
をさせられる」し，また「変化する外界の状況に反応してその行動を変化しう
る」。そしてそれらがシステム化されると「FMS(Flexible Manufacturing 
System）」と呼ばれているものになる。
このように生産過程／労働過程が変質していき，オートメーション化がさら
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に進展していけば，「剰余価値生産の重心を，財の生産から『革新（innovation）』
の生産へと移していく」というのが第二の論点である。経済は「新しい生産的
情報を作りだし，最初にそれと機械を結合することによってしか剰余価値を引
き出しえない」し，また「このことが繰り返されない限り剰余価値は連続的に
創出されない（Suzuki, ［’84, p. 114］）」ような「高度に自動化された永続的革
新経済」へと変わっていくと予測している。このことから，第三の論点が引き
出される。すなわち，高度に自動化された資本制経済が長期にわたって存続し
うるか否は，革新が持続しうるか否かに依存している。マンデルの「資本主義
の内的限界」は遠ざかるにしても消失することはない，と。
以上のスズキの論証を要約すれば，「現在進行中の事態は〈労働過程の分裂〉
と捉えられるが，それがさらに進行して行けば，新しい生産的情報をっくりだ
し，最初にそれと機械を結合することによってしか剰余価値を引出しえない状
況が作り出されることになる。そこに現代資本主義の限界が存在する」となろ
フ。
§ 3 技術変化と資本制経済の限界
マンデルもスズキも力点の違いはありながらも，ともに生産の自動化の進行
が資本制経済の正常なワーキングにとって大きな障害になると把握している点
では共通している。しかし「オートメーション化が，資本制経済に危機的状況
をもたらすJ というとき，付）その主張の基礎にある事実認識の正否とわ）その主
張を支える理論的基礎の正否とは，差し当たり別次元の問題であると考えられ
る。現代技術の新しい質が，ハードとソフトの分離にあると把握すること，あ
るいはオートメーション化が急激に進行していると把握することの正否と，労
働価値説を基礎にして「オートメーション化が進んでいくことは直接人間労働
部分が減少していくことであるから，利潤の源泉を剰余労働に求める労働価値
説に立つかぎり，それは資本が獲得しうる利潤の絶対的減少を意味すると考え
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ること」の正否は分けることができる。
§ 1では簡単に触れたが，前者の点を検討するためには技術論的検討も十分に
おこなう必要がある。だがそれは現在の筆者の能力を超えるので，本稿では後
者の点に議論を限定したいと思う。
ところで技術変化をキーワードにして，「資本制経済の順調な発展の持続不可
能性＝発展の限界性」を論ずる際の視点として，①傾向法則（利潤率の傾向的
低下法則，相対的過剰人口増大の法則等）と関連させる，あるいは②景気循環
と関連させる，がある。ここで前者に属する課題とオートメーション化の進展
の帰結を分析することとの関係について若干述べておこう。①の視点に立った
ときに問わねばならない主要な問題として，
a）技術発展の根源の問題：「資本家は積極的に新技術を導入していく必然性
をもっている。ところが新技術が導入されるためには，それ以前に当該技術が
生みだされていなければならない。技術がどのような要因によって生みだされ
ていくか。」
b）技術進歩のタイプの問題：「どのような技術進歩のタイプが，商品市場の
需給一致，生産設備の正常稼働，失業率一定の三条件を満たし続ける経路（す
なわち，均衡蓄積軌道）と両立しうるか。」
c）生産手段の大規模化＝巨大生産能力のもたらす実現問題：「生産物が大量
に生産されるにもかかわらず，需要が不足すれば過剰生産となる。資本制経済
の存立条件から考えて，需要の一部を構成する労働者の消費需要は制限されて
いる。それ故，生産能力が巨大化していくことは過剰生産の現れる一般的可能
性が増大することを意味する。このことが，現実の経済にどういう現象として
現れてくるか。」
d）最低必要資本量の問題：「最低必要資本量の増大によりもたらされる独占
化が，現実の経済の中でどう行われてきたか。」等々
がある。これらのうち技術変化のタイプの問題がオートメーション化の進展と
特につながりが強いように思われる。つまりマルクスの議論によれば，技術変
化が資本の有機的構成を高める（生きた労働の死んだ労働に対する比率が低下
する）ようなものであれば，利潤率の傾向的低下・失業率の傾向的上昇が不可
避である。というのは，利潤率は，
? ? ?? ? ?? ? ?? ??
?
? ?
?
?
???
?
? ?? ?
の制約のもとでしか運動しえないからである。いくら剰余価値率を高めても（賃
金をゼロにしても），利潤率は（生きた労働／死んだ労働）の比を超えることは
できないのである。そして資本家が特別剰余価値の取得をめざして競って労働
生産性を上昇させる生産技術を導入していっても，それが生きた労働の死んだ
労働に対する比率を低下させるタイプである（マルクス自身はそう想定した）
かぎり，利潤率の低下は免れないのである。この事実は資本にとっては確かに
「危機」である。この危機は，搾取率を上昇させたり，またケインズ的有効需
要拡大政策によっては解決できない性格をもつからである。したがって資本に
とっての解決策は，（生きた労働／死んだ労働）の比率を低めないタイプの新技
術を開発することしかない。
資本制経済が現在まで200年以上にわたって存続してきているという事実を
考えるならば，少なくとも資本はこの技術進歩のタイプの問題を現実的には解
決してきていることになるし，資本制経済の内部に技術進歩のタイプを上述の
条件に服させるようなメカニズムが存在していると考えねばならない。
オートメーションの問題もこのような文脈の中において考えることができる。
(13) マルクスの利潤率低下法則をここでは価値タームで論証したが，価格ターム
でも同様な結論を得る。置塩［’76，’87］を参照。
(14) たとえば固定係数二部門経済の場合で，均衡経路が持続性をもつために技術
進歩のタイプが満たさなければならない条件は「消費財部門の労働増加的技術
進歩率と資本増加的技術進歩率の差が，資本財部門の労働増加的技術進歩率に
等しし汁である。論証については，拙稿［’79］参照。
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生きた労働が絶対的に減少するということは，利潤率の上限それ自体が低下す
ることであるし，それは先に述べたように（またマンデルもローザ・ルクセン
ブルク，グロスマンを引き合いに出して正当に述べているように）実現問題が
なくても生ずる問題である。この意味において，マンデルは謂わば「技術進歩
のタイプ」の問題を現代の地平から提起したということができる。
マンデルが考えているように（生きた労働）／（死んだ労働）が低下するなら
ば，資本にとっての「危機」は避けられなしユ。とすれば，いままで表面的には
この危機を一応回避してきた資本が，第三次技術革命期になってなぜ資本はみ
ずからに「危機」をもたらすような技術を競って導入するようになったのか，
が明らかにされねばならなしユ。しかしこの点を明らかにするためには，「オート
メーショ化の進展の事実認識の問題」を片付けることが先決である。だがこれ
については，先述したように別稿に譲りたい。
I 完全オートメーション経済と労働価値説
§ 1 完全オートメーションと労働価値説：諸説の分類
労働価値説を理論的基礎として「オートメーション化の進展が，資本制経済
の発展にとって限界を画する」と主張することの当否を論ずることが，本稿の
課題である。言い換えれば，「オートメーションの下で剰余価値生産はいかにし
て可能か」あるいは「直接労働が排除された工場生産における価値法則はどう
なるか」を問うことになる。またこうした課題の検討をとおして改めて労働価
値説の〈分析用具としての有効性〉を考えることになろう。
さて直接人間労働がまったく投入されない完全にオートメーション化された
産業／経済を想定しよう。この場合にも『利潤は存在している』としよう。こ
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の利潤の存在を労働価値説によって説明しようとすれば，どうなるであろうか。
マルクス経済学の基本命題によれば，
基本命題A：「商品の価値の実体は（抽象的人間）労働である。」
基本命題B：「利潤が存在するのは剰余労働が搾取されているからである。」
となる（基本命題Bは，周知のマルクスの基本定理（Fundamental Marxian 
Theorem）である）。ところが完全オートメーション経済では，そもそも搾取さ
れるべき人間労働が存在しないのだから，当然諸商品の価値はゼロとなるし，
また利潤の源泉である剰余労働は存在しないことになる。したがって，
命題C：「完全オートメーションに経済では利潤は存在しない。」
と言わざるをえない。
このように形式的／機械的に基本命題を用いて，「完全オートメーションのも
とで剰余価値生産がいかにして可能か」という問いに答えるならば，上のよう
に否定的にならざるをえないだ、ろう。ME化・ロボット化が進展した現在におい
て，この課題の現実性／緊急性が高まっていると考えられるが，はたしてこの
ような回答でいいのだろうか。
実はこの問題はすでに三十年ほど前に一度提起されたことがあり，その時に
白杉［’61］をはじめとする何人かの論者によって検討されたという経緯があ
る。因みにその当時平瀬［’57］は問題の所在を次のように述べている。
「［ボタンがボタンを押すような時代がくれば］ m （＝直接労働）はゼロと
はならない迄も無限にゼロに近づき極度に圧縮されてしまうことは確かだ
ろう。ここで価値の実体は労働だとか，価値は労働でつくられるとか，価
値は労働で決定されるとかいう価値法則なるものが，かなり変質してくる。
いや，それはまだいい。価値の大部分が間接労働の価値移転部分で規定さ
れるとしても，ともかく間接労働もまた労働であることはまちがいないの
だから。それより問題はこうだ。 mは，マルクス剰余価値論によれば，労
賃と剰余価値に分裂する母体であった。母体たる直接労働がゼロとはなら
ないまでも極度に圧縮されて無限にゼロに近づくとすれば，その子である
剰余価値もまたゼロとはならないまでも極度に圧縮されてゼロに近づかな
いか？すると利潤はどこかはでてくるか？社会で生産された総剰余価値の
再配分か？否，そうであるべくは問題はあまりに複雑でありすぎる。」「と
もかく，剰余価値論にひとつの変革が来そうに思われる。J （平瀬［’57,pp. 
19-20.] 
いずれにしろこの時期に与えられた解答も含めて現在までの上記の問題に対
する解答の諸類型として，以下の五つのタイプに整理できょう。タイプI～IV
は肯定的解答であり，タイプVは否定的解答となっている。
く〉タイプI：「オートメーションといえども人間労働を『完全に排除』するも
のではなく，必ず保守労働・監視労働は残る。人間労働が残るかぎり，剰余価
値生産は残ることになる。」
く〉タイプI：「産業毎のオートメーション化は同一テンポでは進まない。オー
トメーション化が進んで、いる産業は，オートメーション化の遅れている産業に
〈寄生〉して，利潤をあげる（＝利潤率均等化）ことによって剰余価値が償わ
れる。」
く〉タイプII：「資本家は他に先んじてオートメーション化を進めることで労働
生産性を上昇させることができるが，そのことを通じて特別剰余価値を獲得し
うる。」
く〉タイプIV：「資本家の利潤は，既に以前にオートメーション装置に対象化さ
れている労働の働きによる。アウスボイテン（Ausbeuten）されている生きた労
働が剰余価値を創造すると同時に，アウスニュツェン（Ausnutzen）されている
対象化された過去労働もまた剰余価値を作り出す働きをするのである。」
く〉タイプV：「完全オートメーション経済にあっては『生きた労働がゼロ，よ
って剰余労働（価値）もゼロ』であるが，利潤は正となりうる。それ故『利潤
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の存在を剰余労働で説明する』労働価値論は誤っている。」
タイプIからタイプIVについては，第II節で検討し，タイプVについては，
第IV節でやや詳しく学説史的な検討もあわせておこなうことにする。
§ 2 予備的考察
各タイプの考え方の検討に入るための準備として，もっとも簡単な枠組み（固
定資本・結合生産・異質労働の存在しない二部門経済）を用いて価値・剰余価
値・生産価格・利潤（率）がどういう関係になっているかを確認しておこう。
生産財部門と消費財部門のふたつの部門からなる経済を想定する。各部門の
生産技術はつぎのようになっている。
生産財部門 (a1，τ1) →生産財1単位
消費財部門 (a2，τ2) →消費財1単位
ai, azは生産財，消費財をそれぞれー単位生産するのに要する生産財の量であ
る。両部門とも生産に人間労働が必要である（オートメーション化されていな
い）とすれば，直接労働九勾は正である。
各商品の単位価値t1,tzは，次の価値体系で計算される。
t1 =a1t1 ＋τl 
tz=a2t1十巧
(II-1) 
(II-2) 
(1日通常の議論では「いかなる部門も労働の投入なしで生産を行うことはできな
いから，笥＞Oである。」（置塩［’78,p. 46］）と想定される。
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この連立方程式を解けば，
t _ ____!!_ 
i- l -a1 
t _ azτ1 I -
2-1τ~I句 (II-3) 
直接労働が両部門で正であり，純生産可能条件（ 1 -a1 > 0）が満足されてい
れば，各商品の単位価値は必ず正となる。
他方，生産価格P1,Pzはつぎの体系で計算される。
P1 = (1 +r) (a1P1十wτ1)
Pz = (1 +r) (a2P1 +w百）
r：均等利潤率， w：貨幣賃金率
(II-4) 
(II-5) 
そしてマルクスの基本定理が教えるように利潤率が正になるためには，「剰余条
イ牛J
l-Rt2 > 0 ( R三 W/pz) （搾取率が正） (II-6) 
が満たされていなければならない。こうして，利潤の源泉が剰余労働の搾取に
あることが明らかにされたわけである。
完全オートメーション経済の分析に移る前に，ここで若干補足的に述べてお
第一に，生産技術は個別資本家の生産技術ではなく，社会的に標準的な生産
条件を表している。つまり（a1，τ1）と示される技術は社会的に知られておりこ
の技術を用いるのに特別の費用は要しないと考えられている。また笥は第 i商
品ー単位生産するのに要する「直接労働Jrその生産過程で新しく対象化される
生きた労働」を示しているが，多くの場合く工場での生産活動〉がイメージさ
れ，「直接労働」は具体的には「直接に労働対象に働きかける機械とともに働く
労働」が想定されてきたように思われる。この点をどう捉えなおしていくかが，
現在の議論のひとつのポイントになる。
第二に， (II-6）式の搾取率が正となる条件は，正の剰余生産物が存在する
条件と同値であることに注意しておこう。生産財・消費財の生産量を Xi,X2, 
実質賃金率をRとすれば，剰余生産物が存在するためにはつぎの不等式が成立
していなければならない。
X1 >a1X1 +a2X2 
X2>R（τiX1＋τ2X2) 
X1>0, X2>0 
(Il-7) 
(Il-8) 
容易に確かめられるように，正値解の存在条件は (Il-6）式である。
第三は各部門で生産される剰余価値（Mi,Mz）と生産価格が成立するときに
取得される利潤（I1，九）との関係に関する問題である。 (Il-4) (Il-5) 
式より，
I1三r(a1P1+wT1)X1 二王色~
l+r 
I2三r(a2P1+wτ2) X2二王監主主
l+r 
(Il-9) 
(II -10) 
となるから，生産財部門と消費財部門で取得される利潤の比率（I1／九）は，生
産額比（P1X1/P2X2）に等しい。他方両部門で生産される剰余価値は，
M1三（l-Rt2）τiX1 
Mz三（l-Rt2）ロX2
(Il-11) 
(II-12) 
となるので，その比率（M1/M2）は直接労働総量比（τiX1／τ2X2）に等しくな
る。それゆえ，たとえば（P1X1/P2X2）が（τiX1／τ2X2）よりも大きければ，生産財
部門は消費財部門で搾取された剰余価値の一部を再分配されていることになる。
ところで，資本の有機的構成と生産価格比・価値比・直接労働比の関係につ
いて，つぎの命題が知られている
(16) (I -13）の命題の証明は，たとえば置塩［’77］第 1章の数学註を参照。
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a1t1孟 azt2 、 P1孟 t1 ~ 'l"1 －一一一一一τl く τ2 ’ P2く tzく τ2
(II -13) 
すなわち「生産財部門の資本の有機的構成が消費財部門のそれよりも高（等し
い，低）ければ， P1/P2はじ／t2より大きく（等しく，小さく）なり， また t1/t2
は， τiτ2より大きい（等しい，小さい）。」
したがって以上をまとめると「生産財（消費財）部門の資本の有機的構成が
消資財（生産財）部門のそれよりも高いならば，生産財（消費財）部門は消費
財（生産財）部門で生産された剰余価値の一部を再分配されている」 ことが理
解される。
ここまでは，直接労働が両部門ともに正であると仮定して議論してきたが，
いずれかの部門がオートメーション化（＝直接労働ゼロ） された場合に上述の
結論はどうなるであろうか。三つのケースに分けて，！｜買に検討していく。
［ケー ス 1J 
第一に消費財部門のみが完全にオートメーション化された （τ2 =O）と想定し
ょう。 (II-3), (II-6）式から直ちに理解されるように単位価値は正であ
り，利潤が正となるためには剰余条件が満たされていなければならない。消費
財を生産するのに生産財を必要とし，生産財を生産するのに生産財を必要とす
るかぎり両部門の価値はともに正になる。また消費財部門には直接労働が投入
されていない（消費財部門の資本の有機的構成は無限大となり，当然資本財部
門のそれよりも高い）ので，消費財部門の資本家の取得する利潤の源泉は「生産
財部門で生産された剰余価値」であることは上述したことから明らかであろう。
［ケー ス 2J 
次に生産財部門のみが完全にオートメーション化された場合はどうなるであ
ろうか。 (II-3）式から直ちに理解されるように， t1=Oかつ tz＝τ2>0であ
る。消費財部門のみが完全にオートメーション化された場合には生産財および
消費財の単位価値は正であったが，この場合には生産財の価値はゼロになって
しまう。これは生産財部門で直接労働が投入されないことの当然の帰結である。
また τi=Oであるから，利潤率は生産財部門のみで決定されることになる。す
なわち，利潤率は，
P1 = (1 +r) (a1P1 +O) 
(II -14) 
を満足するように決定されることになるので，純生産可能条件が満たされてい
るかぎり，利潤率は正になる。しかし利潤率がこの値をとるとき，相対価格は
(II-5) (II-14）式より，
P1 _ a1一巧R
P2 a2 
(II-15) 
となるので，価格が正であるためには，（a1一τ2R）が正でなければならないこ
とがわかる。 l>a1であることを考慮すれば，このことは
よ＞主.！＿＿＞R
τ2τ2 
が成立していなければならないことを意味している。すなわち，
1-R免ニl-Rt2>0 ( :.t2ニτ2)
でなければならない。したがって，生産財部門のみが完全オートメーション化
されている場合であっても，正の価格・利潤率が存在するためには剰余条件が
満たされていなければならないことが理解される。また［ケース 1Jと同様に
完全オートメーション化されている生産財部門の取得する利潤の源泉は消費財
部門の剰余労働の搾取と言わざるを得ない。
［ケー ス 3J 
では最後に両部門ともに完全にオートメーション化されたとすれば，どうで
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あろうか。（I-3）～(II-8）式で，気二百＝Oとしてみれば直ちにわかるよ
うに，両部門の商品の単位価値は「ゼロ」になってしまうが，純生産可能条件
が満足されていれば，正の利潤率・価格が存在する。つまり直接労働がゼロに
なれば剰余労働もゼロになり，それゆえ利潤率も必ずゼロになると考えられ易
いが，そうでなく利潤率は正となりうる。
この場合に両部門の資本家によって取得される利潤は何なのであろうか。(II
-4), (II-5）式において，「直接労働を投入しないこと（矢＝0）」と賃金率
がゼロであること（w=O）」は形式的／数学的には同ーのことであるから，直接
労働がゼロの時の利潤率は賃金率がゼロの時の利潤率に等しい。それゆえ直接
労働がゼロのときに利潤率が正となるためには，謂わば「最大利潤率」が正と
なるための条件，すなわち，純生産可能条件が満たされていればよいわけであ
る（以上のことは，一般にn部門の完全オートメーション経済でも成立する）。
したがって利潤率が正であることは，単に「物的剰余が存在していることの貨
幣的表現」にすぎないことになる。
［ケー ス 1J～［ケース 3Jの検討結果から，つぎのように言うことができ
る。直接労働がゼロになるという意味で，完全オートメーション化されたとし
ても，労働価値説に依りながら利潤の存在を一応合理的に説くことができる。
だがわれわれの検討において前提された (II-1) (II-2）式のような定式化
の基礎は，やはり物質的財貨の生産を中心としていた謂わば十九世紀的な資本
制経済にあると言わざるを得ないであろう。とすれば，サービス部門が国民経
済の大きな割合を占めている現代経済を念頭においた場合，従来のように生産
を狭く「物質的財貨」に限定することなく，人間に働きかける活動＝サービス
(17) 
生産にも目を向けて生産概念を拡張する必要がでてくる。またマルクスのよく
(17) 生産概念の広義化については，置塩［’80,pp.85・86］を参照。
引用される章句にもあるようにほんの短時日でと労働をやめてしまえば，どん
な国民経済でも成り立ちえないという意味で，［ケース 3］のような例はきわめ
て非現実的なものともいえる。しかしオートメーションによって直接労働部分
がゼロとなったとしても，オートメーションを成立されるためにプログラム開
発・装置の維持／管理等の人間労働がやはり不可欠であろう。このことは「直
接労働のみが価値を形成する」と想定して進められた上の議論を拡張すること
を要請する。
やや論点を先取りしたかもしれないが，要約すれば，「物質的財貨の生産を中
心とした経済理論＝十九世紀的資本制経済をモデルにした経済理論」そのまま
で理論の有効性を保持し続けることができるか，を問われているということで
ある。
II 労働価値説擁護論
前節でタイプ分けした IからIVの四つの考え方を検討するのが，ここでの課
題である。まずそれぞれの考え方の要点述べ，その上でそれをどう評価すれば
よいかについて若干考察しよう。その際の参照枠として，前述の価値決定方程
式体系を用いることにしたい。
§ 1 タイプI：白杉説
このタイプの論者として，白杉説［’61］等がある。白杉は「商品を生産する
(18) 「どの国民も，一年といわず二，三週間でも労働をやめれば死んでしまうで
あろうことは，どんな子供でも知っています。」（「マルクスからクーゲルマンへ
の手紙， 1868年7月11日，『資本論に関する手紙』（法政大学出版局） p. 222) 
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直接労働のみが価値・剰余価値の源泉となるのではなく，生産に関与するすべ
ての人々の労働が価値／剰余価値を形成してきた」と考えている。
前節の価値決定方程式に即していえば，笥をどう定義するかの問題になる。
つまり，制ま「第 i商品をー単位生産するために直接必要な労働量（置塩
［’78, p. 11］）」と定義されるものであるが，これを拡張定義してオートメーシ
ヨンのもとでの剰余価値生産に答えようとするのが，このタイプI説の要点で
ある。直接労働部分を τId，監視・保守労働等の直接労働以外の部分を h で示
すことにすれば，価値決定方程式は
ti =a1t1 ＋τ1ct+'l'1a 
tz =a2t1 ＋τ2ct＋τh 
(III-1 ) 
(IIl-2) 
である。ここでもし「直接労働部分がゼロ」になるという意味で両部門ともに
オートメーション化されたとすれば， τld＝τ2ct=Oとなる。しかし τla部分が正
であるかぎり，単位価値は正となっている。
tτla 1-r=五
t _ azτ18 I _ 
z-1-al I レ2a (IIl-3) 
要するに笥を τlaと読み変えるだけで，第I節§ 2の議論はそのまま妥当するこ
とになる。このような考え方に対しては，当然予想されることであるが「直接
に商品を作りだす労働のみが価値を形成するのであって，保守・監視労働にそ
(19) 「オートメーションのもとでも，商品の生産に人間の労働が必要であるかぎ
り，その価値は究極的には，それの生産に社会的に必要な労働時間によって測
定されるほかないであろう。基準となる労働は質的に変化して，高級労働を中
心とすることになるであろうが，高級労働も生産に支出される時間によって測
定さるべきものであることに変わりはないであろう。」（白杉［’61,p. 76]) 
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れを認めるわけにはいかなしりという批判が向けられることになる。この点で
マルクス経済学における一大テーマである「生産的労働論争＝サービス労働論
争」に連なっていくことになるが，ここでは監視労働のような性格のものであ
っても「人間の自然変革活動」の一環として捉えられるかぎり，価値形成力を
もっとさしあたり考えておきたい。だが， τidとτ！aの関係を抽象的人間労働論
としてどのように理解すべきかという点について，さらに検討を加える必要が
あろう。その際異質労働の還元問題をめぐっておこなわれている諸研究が手掛
かりとなろう。
§ 2 タイプI ：マンデル／スズキ説
タイプIの議論は， E.Mandel ［’78], Tessa Morris-Suzuki ［’83］等にみら
れるものである。すなわち，産業部門毎のオートメーション化のスビートが違
うことに注目して，遅れた部門で生産される剰余価値の再配分を受けて完全オ
ートメーション産業の利潤が取得されると考えるわけである。
第I節§2 「予備的考察」で資本の有機的構成と生産された剰余価値・取得さ
れる利潤の関係を論じたときに明らかにしたように，タイプIの議論は一応理
論的にも妥当性をもっている。たとえば生産財部門が完全にオートメーション
化されているときには， (II-13）式がそのまま妥当するので，生産財部門で取
得される利潤は消費財部門で生産された剰余価値であることは直ちに理解され
(20) 「商品を生産する直接労働こそが剰余価値の源泉である」と捉える見解（た
とえば，平瀬［’57］）。「直接に機械につきそう現実的な生きた労働のみが剰余価
値をつくりだすというのであれば，オートメ装置の管理・整備およびそれの修
繕に何人かの労働を必要としたとしてもそれらの労働は剰余価値の創造とは何
のかかわりもない。」（平［’77b,p. 23]) 
(21) 生産的労働論争・サービス労働論争については金子［’84］，渡辺［’84］を参
日召。
(2) 労働の異質性を考慮、に入れた議論については，拙稿［’90］を参照せよ。
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(23) 
る。しかしこの議論では，［ケース 3Jのような経済での利潤の存在を説明でき
ないという難点をもっo
§ 3 タイプII：上林・笹川説
上林・笹川［’58］は労働者がいなくなるような完全オートメーション工場が
できれば，価値論的にいって論理的にも事実的にも剰余価値が存在しなくなる
のは明白であるという立場に立つ。とすれば，完全オートメーション下での剰
余価値はどのように説明されるか。それは，謂わば「率先的にオートメーショ
ンニ新技術を導入することによって獲得しうる特別剰余価値」であるというの
が，この考え方の要点である。
しかし新技術が次第に普及していき，それが標準的生産技術になってしまえ
ω 「しかし，一定の生産部面で，完全にオートメーション化された生産方法が
大規模に導入されれば，質的に違った様相が生じる。この部面では，絶対的あ
るいは相対的剰余価値の生産はもはや進展せず，資本主義の基本的特徴のすべ
てが，ここではその否定へ転倒する。この部面ではもはや剰余価値は生産され
ない。ここで活動する企業が獲得する全利潤は，オートメーション化されてい
ない部門，半オートメーション化された部門から，引き出される。）」（Mandel,
第1分冊， p.224，下線は引用者）
「もし完全オートメ化すれば，その生産過程では生きた労働はまったく用いら
れず，剰余価値は生産されないことになってしまう。完全オートメ化した企業
は，オートメ化しえていない企業に「寄生する」ことで利潤をあげうるにすぎ
ない。）」（Suzuki[83’， p. 111］，下線は引用者）
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ば特別剰余価値も消失してしまう。この点において若干問題が生ずる。価値決
定方程式における（a1，τI）は標準的生産技術を前提しているわけであるから，
タイプIIの考え方に従うかぎり，景気循環を貫いて成立している状態＝標準的
生産技術が規定される状態において，価値の正値性を説くことはできなくなろう。
§ 4 タイプIV：平説
タイプIVは，平［’76，’77a，’77b等］によって展開されている議論である。
タイプIでは，価値を形成する人間労働を直接に生産する労働から監視・保守
労働を含むように拡張されたが，このタイプIVでは「機械に対象化された労働＝
過去労働」も価値を創出すると考える点にその特異性がある。通常過去労働部
分は商品にその価値を移転するのみであり，新たに価値を創出するとは考えら
れていない。
オートメーション化が進展すれば，雇用労働者の減少＝労働者の消費需要減
少となり，実現問題を発生させる可能性が高まり，その面からの利潤実現の困
難性が増大すると考えられる。この点については，平［’77b］は，
「サービス産業の隆盛化による雇用人口の急激な増加は，彼らの有効需要
を広範囲において刺激することによって，たとえ完全にオートメ化された
生産事業における生産的労働者が少なからず排除されても，そこで生産さ
れた大量の使用価値の販売は何らの支障もなく行われることにより，完全
問） 「オートメション工場において剰余価値（また利潤）が増加したとすれば，
それは「特別剰余価値」ーーその工場の生産物の個別的価値と同種生産物の社
会的価値との差額によって生ずる一ーによってである。しかしながらこの特別
剰余価値は，一時的であり，資本家の競争によるオートメーションの普及によ
って次第に消滅していくものである。」（上林・笹川｜［’58,pp.93-94］，下線は引
用者）
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オートメーションを装備した資本家の上げる利潤は十分に保証されること
になる。」（p.238) 
と述べ，実現問題は解決されることを前提し議論を進める。ポイントは，過去
労働にも剰余価値を作りだす機能を認めることに尽きるが，それは「アウスボ
イテン（Ausbeuten）：生きた労働を搾取するということ」と「アウスニュツェ
ン（Ausnutzen）：対象化された過去労働を利用しつくすこと」を概念的に区別
することによってこの議論は支えられていることになる。
また生きた現実の労働を搾取される剰余価値と区別して，「附加価値」なるも
のを定義する。対象化された労働をあらためてアウスニュツェンした結果とし
て得られるものである。つまり，つぎのような概念系列が存在することになる。
「生きた現実の労働」 一一〈アウスボイテン〉一一 「剰余価値」
「対象化された過去労働」 一一〈アウスニュツェン〉一一 「附加価値」
そして完全オートメーション経済における利潤はこの「附加価値」が実現され
て転化したものと規定されるわけである。
ここで，先の価値決定方程式体系（III-1) (III-2）を再掲しよう。
tiニait1十τ1ct＋τla
t2 =a2t1 ＋τ切＋τ2a
(III-1) 
(III-2) 
ここで%をあらためて，「対象化された労働が生みだした単位当たりの附加
(25) 「資本家の利潤は，既に以前にオートメーション装置に対象化されている労
働の働きによる。」「アウスボイテン（Ausbeuten）されている生きた労働が剰余
価値を創造すると同時に，アウスニュツェン（Ausnutzen）されている対象化さ
れた過去労働もまた剰余価値をっくり出す働きをするのである。」（平［’77b,pp. 
240-41］，下線は引用者）
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価値」と読むことにすれば，仮に完全オートメーション経済にあっても，価値
の正値性は確保されることになる。それゆえ，形式的にはこのような読み込み
（鉛）
をすれば，マルクスの基本定理はそのまま妥当することになる。
しかしながらこのような議論の拡張は，多くの論者にとってタイプIの議論
よりもさらに受け難いものと考えられる。というのは，直接労働にしろ，管理・
保守労働にしろ，現実の〈生きた労働〉によみ価値形成力を認めてきたマルク
ス経済学の基本原則に抵触するような性格をもっているからである。
第I節及び第I節の検討から，次のことが明らかにされたことになろう。
( i ）価値決定方程式の引部分を狭く「直接に労働対象に働きかける労働」と解
釈した場合，完全オートメーション経済（［ケース 3J）で生産される商品の価
値は確かにゼロになり，したがって剰余労働もゼロになる。しかし純生産可能
条件が満足されているかぎり利潤率は正となりうるのであって，それは「剰余
生産物の単なる貨幣的表現」にすぎないことになるD
( i ）笥部分を直接労働のみならず，監視・保守労働等も含むものとして拡張定
義した場合，完全オートメーション経済であっても従来のマルクスの基本定理
に関わる議論はそのまま妥当する。
（湖 「現実的な生きた労働によって創造される価値は，その労働を支出する労働
者を搾取した結果であるからこれを剰余価値と名付けるが，対象化された労働
が再び活力を取り戻した結果として創造された新たな価値は生きた労働を搾取
して得られたものではなく，対象化された労働を改めて有効に使用したために
生じたものであるからこれを附加価値と称する。」「この附加価値は何ら流通過
程から由来するものでなく依然として生産過程から導かれたものであり，その
附加価値が実現されて利潤に転化する。」（平［’86,p. 56］，下線は引用者）
-227-
IV 労働価値説批判論
この節では残されたタイプVの労働価値説批判論をとりあげる。利潤の存在
を人間労働（すなわち，剰余労働）と関係させる思考法に対する批判として古
（幻）
くは， ドミトリエフにまでさかのぼることができる。だがここではスティドマ
ン，パック等の最近の議論のみを検討の対象とする。
。 利潤の存在と人間労働（剰余労働）との間の特別な結びつきを否定するドリ
エフとドッブのそれに対するコメント：
“We have therefore seen, proceeding from Ricardo’s analysis, that the origin 
of industrial profit does not stand in any‘special’relationship to the human 
labour used in production. Profit may equally well occur in other produc-
tion processes provided that they satisfy the quite definite conditions stated 
above.”（Dmitriev ［’73, p. 64]) 
“Reverting to Dmitriev’s way of generalizing the problem of surplus, one 
might say that if in the future mechanical automata were to be invented 
such that these could reproduce more of themselves than were needed for 
their own period replacement (plus such current repair and maintenance as 
they needed), there would come into existence an analogous productive 
system (if with a very different social significance). If these automata 
were in private ownership, whether by capitalists or by workers who ini-
tially made them, these would be analogous source of profit and enrichment 
(as Dmitriev remarked). The substantial point here is that what is crucial 
to the result, qua theory of distribution, is the relation of individuals or 
classes to the productive process and hence in a socio-economic sense to one 
another.”（Dobb, ［’73, p. 217]) 
ドミトリエフの価値論については，酒井［’84］，山下［’72］を参照。
§ 1 ステードマンの数値例
ー「労働価値説によるオートメーション分析」批判－
以下で検討するスティードマンの議論は，第I節で取り上げたスズキ論文に
対する批判論文の中で展開されているものである。スティードマンのスズキ批
判の要点は「オートメーションの影響を議論することは緊急の課題であるにし
ても，それを労働価値説の枠組みを用いておこなうのは不適切である」という
ことになる。スティードマンが「不適切」というのは，
①「利潤の存在←→剰余価値の存在（剰余労働の搾取）J (FMT) 
②「完全オートメーション経済では労働は行われないので，剰余労働は存在
しない」
③「完全オートメーション経済では，正の利潤は存在し得ない」
というような利潤を剰余価値によって説明しようとする思考法である。
スティードマンは「完全オートメーション経済において，剰余価値がゼロで
あっても利潤率が正となるうる」数値例を示すことをもって，上述の思考順序
が不適切であると結論する。スティードマンは，ソフトウェア，ハードウェア
および消費財の 3部門からなる経済を想定し， Al～A3の仮定をおいて議論
を展開している。
Al：ハードウェア部門と消費財部門は完全にオートメーション化されてい
る。
A2：体系全体としての純生産物は，消費財1単位のみとなっている。
A3：価格は消費財タームで測られている。
このうえで，スティードマンがつくった数値例はつぎのようなものである。
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［スティードマンの数値例］
ソフト ハード 労働 ソフト ハード
ソフトウェア 1 1 L 5 
ハードウェア 3 5 。 8 
消 費 員オ 1 2 。
総 計 5 8 L 5 8 
この数値例で示される経済の生産価格方程式は以下のとおりである。
( Ps+ Ph) ( 1 + r)
(3Ps+5h) (1 +r) 
(Ps + 2ph) (1 +r) 
十wL=5Ps
+ 0 =8ph 
十 0= 1 
消費財
1 
1 
(IV-1) 
(IV-2) 
(IV-3) 
ここで， Ph：ハードウェアの単位価格， Ps：ソフトウェアの単位価格， w：消費
財で測った賃金率， r：均等利潤率， L：労働量である。
第一にこの数値例で示される経済の生産構造を図解すると，次頁の図のよう
になる。図からも容易にわかるように消費財はスラップアの意味で「非基礎財」
となっている（だが，置塩の定義によれば「基礎財」となっている）ことに注
意しておこう。 wを所与とすれば，価格Ps,Phおよび利潤率は， (IV-1）～(IV
-3）式で決定されるが，労働の単位については「Lこしと仮定される。また
賃金率は， W 二 0.5と想定される。
L=l，すなわち，経済が完全にはオートメーション化されていない場合の価
格・利潤率を (IV-1）～(IV-3）式から求めると，
r=13.31%, Ps二 0. 226, Ph = 0 . 328 (IV-4) 
となる。
次に「L=O（完全オートメーション）」となった場合の価格・利潤率は
r=31.73%, Ps=0.115, ph=0.322 (IV-5) 
Consumption 
である。
他方で， ts,th, tcをそれぞれソフトウェア，ハードウェア及び消費財の単位
価値とすれば，この設例の価値方程式は次のようになる。
5ts= ts+ th十L
8th= 3ts +5th十O
tc = ts+ 2th + 0 
この連立方程式を解くことによって，各商品の単位価値を得る。
ts=L/3, th=L/3, tc=L 
したがって，「L=l,w=0.5」のときの剰余価値総計は
剰余価値（s) ＝生きた労働総計－支払労働総計
=L-wLtc 
=1-0.5×1×1 
=0.5 
(IV-6) 
(IV-7) 
(IV-8) 
(IV-9) 
である。ところが完全オートメーション（Lニ0）になれば，「S=O；剰余価値＝
O」となってしまう。このことと (IV-4）と (IV-5）の比較から，
「剰余価値が『ゼロ』である完全オートメーション経済の方が，利潤率が
『高く』なっている。」（Steedman,［’85, p. 127]) 
-231-
ことを確認できるスティードマンは言う。さらに労働価値説に対しては，
「完全オートメーションによって明らかになってくるのは資本主義の『内
的限界』などではなく，労働価値説の『内的限界』なのである。」（Steedman,
［’85, p. 126] 
と結論する。要するにスティードマンの主張の精神は， Mαrxafter 5・raffaで展
開された議論とまったく同様であり，労働価値論不用論に尽きる。
§ 2 労働価値説vs.商品価値説（J.パックの議論）
スティードマンと同様にマンデル的な思考様式を批判している論者の一人と
してJ.パックがいる。ここでは彼の著作（Pack［’85］，第5章「完全オートメ
ーション社会のモデ、ル」）で展開されている所説を検討する。
パックの主張の要点は，「完全オートメーション経済でも正の利潤・価格が存
在することを示し，それによって労働価値説を基礎とするマンデ、ルの議論は誤
っていること」を論証することである。
パックも数値例を用いて議論を展開しているが，スティードマンの仮定と若
干異なっている。すなわち，
B 1 完全オートメーション経済
B2 三部門経済（コンピュータ，金，小麦）
B3 純生産物は金48単位，小麦8単位である
B4 金本位制度：金1単位＝ $1
である。しかし労働がまったく投入されなくとも，正の利潤率が存在しうるこ
(28) Pack ［’85, p. 4, p. 56］参照。
とを示そうとしている点はスティードマンと同様である。
［パックの数値例］
投入 産出
コンビュータ 労働 コンビュータ 金
コンピュータ 28 。 56 。
金生産部門 16 。 。 48 
小麦生産部門 12 。 。 。
ド立，公I) 計 56 。 56 48 
パックの数値例において生産価格方程式は，つぎのようになる。
(28Pc) (1+r)+0 = 56Pc 
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労働
。。
8 
8 
(IV-10) 
(16Pc) (1 +r) +0=48 (IV-11) 
(12Pc) (1 +r) +0=8Pw (IV-12) 
ここで， Pc：コンビュータの単位価格， Pw：小麦の単位価格， r：利潤率であ
る。
(IV-10）～(IV-12）を解けば，
．・.r=100%,Pc=$3/2, Pw=$9/2 (IV-13) 
を得る。すなわち，労働価値説によれば労働がゼロであれば利潤もゼロである
にもかかわらず，利潤率が100%になっている。そこでパックは，この結果が利
潤を剰余労働の存在によって説明する考え方が妥当しないことを明らかにして
いると判断する。
（湖実はパックの数値例は，スティードマンの Marxafter Sraffaのp.38の表1に
おいて労働をゼロとおいたものである。ただし，そこでは鉄・金・穀物の三部
門経済が想定されている。
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実際，この設例で価値がゼロ，剰余価値がゼロとなることは容易に確認でき
る。 tc,ts, twをそれぞれコンピュータ，金，小麦の単位（労働）価値とすれ
ば，
56tc 二 28tc
48ts = 16tc 
8tw = 12tc 
が成立するが，これを解けば，
tc=ts=tw =Q 
となる。これは労働が投入されていないことの直接的結果である。
(IV-14) 
(IV-15) 
OV-16) 
(IV-17) 
以上見てきたように，スティードマンもパックも剰余価値がゼロでありなが
ら利潤が正となる数値例を示し，労働価値説を批判している。この批判に対し
てはつぎのように反論しうるであろう。すでに第I節§ 2「予備的考察」で論じ
たように「直接労働を投入しないこと」と「賃金率がゼロであること」は形式
的には同ーのことであるから，最大利潤率が正となるための条件が満たされて
いれば，均等利潤率は正になりうる。そしてスティードマンとパックの両者は
それをおこなったにすぎないのである。そこにおいては利潤率が正であること
は，単に「物的剰余が存在していることの貨幣的表現」にすぎない。因にパッ
クの数値例において，コンビュータ部門はリカード体系における穀物産業と同
一の役割を果たしており，コンビュータ部門が生産的であるかぎり正の利潤率
が存在しうる。
ところでパックは以上の結果を踏まえて「労働価値説を捨てて商品価値説を
採用すべきである」，あるいはマルクス経済学では価値形成機能を労働のみに認
めているが，商品にも認めるべきであると積極的に主張する。つまり価値は，
①交換価値（→貨幣→資本＝自己増殖する価値）と②使用価値の両面から捉え
られ，さらに使用価値は，「（a）消費の対象（tobe consumed) Jとしての面と「（b)
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より多くの商品を生産するために使用される（tobe used to make more com-
modi ties）」という面をもっている。にもかかわらず，マルクスは使用価値の第
二の側面を見落としているのであって，この第二の側面も価値を創出しうると
パックは述べる。前節で検討した過去労働にも価値形成機能を認めようとする
タイプIVの主張もパックと一脈通じるものがある。そこでパックが推奨する商
品価値，たとえば「投下コンビュータ価値」を計算してみよう。金および、小麦
の「投下コンビュータ価値」をλg，λwとすると，
48λg =16 
8λw =12 
(IV-18) 
(IV-19) 
より， λg=l/3，λw=3/2を求めることができる。つまり，これらは金および小
麦ー単位生産するために直接・間接に必要なコンビュータがそれぞれ1/3,3/2 
単位であることを示している。これらを用いれば，経済全体でコンビュータで
測った剰余生産物がどれだけ存在しているかを計算することができる。
コンビュータで測った剰余生産物
ニ（56+48λg+8λw)-(28+ 16+ 12) 
=28 
経済全体では56単位のコンビュータを投入して，（ 1単位のコンピュータから
2単位のコンビュータが生産されるとの仮定の結果として生じた） 28単位の剰
余コンビュータを得たことになる。
このように商品価値を計算し，そこから一定の経済的情報を得ることはでき
る。だが，すでに明らかにされているように商品の投下価値量（投下鉄鋼価値，
投下石油価値等）を計算することは，結局のところ投下労働量を計算すること
の裏返しにすぎない。資本制経済という「他人（＝資本）のために自らの労働
能力を売らざるを得ない人（＝労働者）の存在するシステムJ のワーキング／
(30）伊賀［’62］，置塩［’78］，酒井［’84］等を参照せよ。
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メカニズムの解明を第一義とする経済学にとって，誰が労働をおこなうか，誰
が労働をおこなわずに労働の成果を受け取るか，またそれは何故か，が明らか
にされるべき第一の課題であろう。それを果たす際には量的関係の分析が当然
に必要となるが，市場という現象レベルの分析に留まることなし資本制経済
を成立せしめている基礎から解き明かそうとするマルクス経済学にとっては，
そこで採用される尺度は市場でみられる価格による評価ではなしあくまでも
「労働」であると言わざるをえない。いまさら労働の代わりに投下コンビュー
タ価値量のような商品価値を考えることの不適切さについてこれ以上論ずる必
要もないであろう。
したがってわれわれは，つぎのように結論しうる。スティードマン，パック
が「剰余価値がゼロであるにもかかわらず，利潤率が正となる」数値例の存在
を主張する点では正しいが，それをもってマルクス経済学的思考法の不適切さ
を論証したことにはならない。
v 残された課題
オートメーション化の傾向が現実に存在している以上，究極の理論的可能性
として完全オートメーションを想定し，その経済学的意味を問うことに一定の
意義があるとの立場からJ完全オートメーション経済においても FMTはその
妥当性を有するか」という問題を設定した。これをめぐってなされてきた検討
結果をまとめるとつぎのようになろう。
(i）オートメーションの資本制経済の動態にもたらすひとつの効果は，利潤率の
上限が低下していくことであり，それは技術進歩のタイプをめぐる問題群のひ
とつとして位置づけることができる。
(i）オートメーションは，生産過程における直接労働部分の絶対的減少＝利潤の
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源泉そのものの減少を意味する。しかし完全オートメーションになっても，純
生産可能条件が満たされているかぎり利潤率は正になりうる。それゆえ完全オ
ートメーション経済では，搾取さるべき労働が存在しないのであるから利潤率
もゼロになるという考えは誤りである。
m価値決定方程式におけるτi部分を直接労働のみならず管理・保守労働等を含
むものとして「拡張定義」すれば，完全オートメーション経済であっても従来
のFMTの議論はそのまま妥当する。
制「剰余価値がゼロであっても利潤率が正となりうる」ことを数値例で示して
いる点では，スティードマンもパックも正しいが，そのことをもって労働価値
説不要を説く点では誤っている。
(v）「物質的財貨の生産を中心とした経済理論」を今後，拡張・再構成していく
必要があるように思える。
ところで欧米における1970年代初頭以降のマルクス・ルネッサンスと謂われ
るようなマルクス研究への関心の高まりの中で数理的手法を用いた労働価値説
の再検討がおこなわれてきたし， FMTが厳密に論証されたことでマルクシア
ンは労働価値説を一応確固たるものとして主張できるようになった。だが同時
にスティードマンを代表とするネオ・リカーディアンによって，固定資本・結
合生産・技術選択の取り扱いにおける労働価値説の理論的脆弱性／不備が批判
された。にもかかわらず，マルクシアンからの有効な批判がなされていないよ
うにも思われる。というのは確かに反論のありかたとして，考えられるあらゆ
る条件のもとで価値が一義的に決定されることを論証するという方向がある。
この方向での論証を進めることは必要な課題であるし，こうした課題自体旧来
のマルクス経済学内部からは提起されてこなかったものである。この意味で，
ネオ・リカーディアンとの対抗によって，マルクス経済学／価値論の内容が豊
富化したとも言える。だが価値論を均衡価格決定論と捉える論者に対して，い
くらこの方向での反論をおこなってもあまりに説得的であるとは言えないであ
ろう。
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マルクス経済学の基本的視点は，生産力と生産関係の二つを基本軸として人
聞社会のー歴史的形態である資本制経済を分析するということである。現代に
生起している諸現象であっても，この視点から分析し得ないようなものはない
と思われる。たとえばオートメーションのような現代の問題を分析するに際し
ても，本稿の検討によって明らかにされたように労働価値説を分析用具として
用いることの有効性は失われていない。
いずれにしろ現在必要なこと／求められていることは，一例として「はじめ
』こ」で列挙したような問いに対して，マルクス経済学的検討を加え，積極的に
回答を与えることをとおして，現代に生起している現象を読み解く上での〈マ
ルクス経済学の／労働価値説の有効性〉を示していくことであると思う。
(31) 経済理論の危機／マルクス経済学の有効性をどう捉えるかという点について
考える際に，置塩・伊藤［’86］が参考になる。
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